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検討課題１：ストック効果の最大化
＜検討の背景＞

○厳しい財政制約の下、社会資本整備にあたっては、ストック効果の高い事業への投資の重点化

が一層求められている。

○とりわけ、経済・財政の一体再生に貢献する観点からは、安全・安心の確保を前提にしつつ、生

産性の向上、民間投資の誘発など、国・地域の経済再生に資するストック効果の高い事業への

重点化が必要。

＜論点＞

○ストック効果の要素をどのように定義し、ストック効果をどのように把握・評価するべきか。

・ ストック効果の①時間的な広がり、②地域的な広がりをどこまで捉えるべきか
（※ 例えば、①インフラ整備の何年後まで効果とするか、②インフラ整備の効果が及ぶ距離をどこまでとするか）

・ 社会資本整備の寄与度についてどう考えるべきか
（※ 例えば、工場の立地にインフラがどの程度影響したのか）

・ ストック効果の大小をどのように判断すべきか
（※ 例えば、（１）分野の異なる事項間でどのようにして大小を判断するか、（２）経済・財政の一体再生に貢献する観点

から、ストック効果の早期発現を重視すべきではないか）

・ 数量的な事項以外にストック効果を把握・評価する手法はないか 2



ストック効果の最大化に関する取組方針

■第４次社会資本整備重点計画（平成２７年９月１８日閣議決定）

第１章第２節 ２．（１） 基本的な考え方

①社会資本のストック効果の最大化

社会資本のストック効果とは、整備された社会資本が機能することによって、整備直後から継続的に中長期にわ

たり得られる効果であり、国民生活における防災力の向上、生活環境の改善といった生活の質の向上をもたら

す効果や、移動時間の短縮等により経済活動における効率性・生産性の向上をもたらす生産拡大効果がある。

厳しい財政制約が見込まれる中、４つの構造的課題を乗り越えていくためには、優先度と時間軸を考慮した選択

と集中の徹底を図りつつ、機能性・生産性を高める観点から、こうした社会資本のストック効果を最大限に発揮さ

せるべく、従来にも増して重点的に取り組む戦略的な思考が求められる。

■経済財政諮問会議における石井大臣発表（平成２７年１１月２４日）
Ⅰ． 人口減少下においても、生産性を向上させることにより、経済成長を実現しなければならない。そのため、安
全・安心の確保を前提に、生産性を向上させるストック効果の高い社会資本整備が必要である。
こうした社会資本整備の計画的な推進のため、安定的・持続的な公共投資を確保することが不可欠。

Ⅱ． このため、これからの社会資本整備は､厳しい財政制約の下､限られた予算を最も効果的に活用する「賢く
投資・賢く使う」インフラマネジメント戦略へ転換する。

＝
１．ストック効果の最大化
２．社会資本整備・メンテナンスの全プロセスを通じた生産性の向上
３．総力戦によるマネジメント
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経済 暮らし

安全・安心

下水道処理人口普及率

企業立地件数／事業所数
／従業員数／人口

被災（浸水）家屋／
死者・行方不明者数

熱利用量／熱利用箇所数
／エネルギー費用削減

店舗数

再生した湿地面積
／生物個体数

収穫量

観光入込客数／入場者数

※ 参考資料１、２の既往事例から抽出したものであり、ストック効果を網羅的に示したものではない。

「ストック効果」の項目例（既往事例からの抽出）

生産額／出荷額／売上額
／コスト削減額／
貿易額／輸出量／

全国シェア／平均取引価格

企業立地件数／新増設件
数／分譲率／設備投資額

交通利用量／渋滞損失時
間／寄港回数／空港処理
能力／アクセス時間／

移動費用

求人倍率／従業員数

観光入込客数／交流人口
／観光消費額／HPアクセ
ス数／ツアー本数

交通事故件数
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発生ベースのアプローチ

波及効果

技
術
的
外
部
効
果

上田孝行(1997)・堤盛人(1997)、建設省建設政策研究センター 辻保人、森田康夫、岡本嘉久（2000）「交通ネットワーク形成効果に関する研究～交通社会資本整備と応用一般均衡分析～」及
び運輸政策研究機構奥平聖（1999）「道路投資の費用対効果分析」より国土交通省作成

プロジェクト効果の整理

「総効果」＝「市場財の効果(ア,イ,ウ,エ)」＋「非市場財の効果(オ)」
＝「内部効果（交通市場内効果）（ア,イ,ウ）」
＋「波及効果（金銭的外部効果）(エ)」
＋「外部効果（技術的外部効果）(オ)」

市場財の
効果

(ア)利用者便益
旅行時間短縮、旅行費用減少、旅客快適性向上、
乗換利便性向上、車両内混雑緩和等

(イ)供給者便益
運賃収入の増加等

(ウ)代替道路・交通機関の混雑緩和

内部効果
（交通市場
内効果）

(エ)生産性の向上、雇用・所得の増大、税収の増加
等

波及効果
（金銭的外
部効果）

非市場財
の効果

(オ)交通事故減少、
環境改善（大気汚染、騒音、景観、エネルギー等）、
走行快適性の向上、歩行安全性・快適性の向上、
空間の利用（ライフライン・地下鉄の収容）、
生活機会・交流機会の拡大、
災害時のリダンダンシー等

外部効果
（技術的外
部効果）

交通インフラの建設

交通インフラの供用

帰着ベースのアプローチ

事故減少 移動時間の短縮
移動費用の低減

利用者の増加

料金収入の
増加

周辺地域の
混雑緩和

生活の質の向上

移動範囲

移動機会
の増加

財・サービス
価格の変化

生産費の低下

企業(産業・事務所)
利潤の増加

財・サービス
需要の拡大

生産額の
増加

雇用の増加

産業立地の
増加

産業の立地の
魅力の上昇

土地関連
税の増収

人口の増加

住宅の立地の
魅力の上昇

所得税・法人
税の増収

環境被害
額の増加

金銭換算できない
環境被害

住民の

所得水準
の向上

地域の観光資源
へのアクセス増

土地資産
価値の上昇

内部効果

波及効果の評価の考え方（内部効果、波及効果、外部効果）
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発生ベースの評価 又は 帰着ベースの評価

• 交通インフラの利用者は、 「移動時間の短縮」や「移動費用
の低減」といった直接的な便益を享受できる。

• その結果として、製品の仕入れ・出荷、会議・商談、観光、通
院、通学の効率性等が向上し、各利用者が波及的な便益を
享受する。

• 発生ベースの評価は、交通インフラがもたらす直接的な便益
を把握すれば、ストック効果の全体像が基本的には把握でき
るという考え方。

• 交通インフラを利用する目的は、製品の仕入れ・出荷、会
議・商談、観光、通院、通学など人により様々。

• このため、交通インフラ整備によって各利用者が享受する
便益も様々。

• 帰着ベースの評価は、便益が波及して最終的にたどり着
く者が誰かを特定し、それぞれが享受している便益を集
計して把握するという考え方。

※１ 外部性 ： ある主体の行動の結果として、他の主体が正又は負の影響を受けること
※２ 歪み ： 最適な資源配分から乖離すること（社会的な便益が最大とならないこと）

インフラのストック効果は、発生ベースと帰着ベースという２つの観点から把握が可能。

「１つの同じ効果をどの側面から評価するか」という観点の違いなので、基本的には、「発生ベース
の評価の結果＝帰着ベースの評価の結果」となる。

ストック効果の把握方法（交通インフラの場合のイメージ）

• 発生ベースで評価しても、帰着ベースで
評価しても、基本的に同じ結果となる。

• ただし、市場に外部性※１や価格の歪み※
２が存在すると同一とならない。

発生ベースの評価

消費者余剰法での考え方（交通インフラを利用する輸送サービスの例）

帰着ベースの評価t

t

t’

Q* Q’ Q

Q=d(p)

Q* Q’

q*=p*+t

p’

輸送サービスの需要

p*

財の需要

Q

＝
q’=p’+t’

Q=S(p)

Q=D(p)

t:輸送サービスの価格 d(p):需要関数
Q:輸送サービスの需要

p:生産者価格
q:消費者価格
t:輸送サービスの価格

（注） 不完全な市場においては、例えば、
生産者が社会的に最適な生産量よりも
過少に供給し、社会的な便益が最大化さ
れない。このような場合は、発生ベース
の評価による便益と一致しない。

金本良嗣（1996）「交通投資の便益評価-消費者余剰アプローチ-」 （日本交通政策研究会）をもとに国土交通省作成

波及効果の評価の考え方（発生ベース・帰着ベースの評価）
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検討課題２：ストック効果の見える化

＜検討の背景＞

○第４次社会資本整備重点計画では、計画の実効性を確保する観点から、社会

資本のストック効果の発現状況の見える化を推進することとしている。

○これまでも、政策チェックアップや事業評価を通じて、事業の直接的な効果を中

心にストック効果の把握・評価を行っている。

○また、各事業部局等では、波及効果、外部効果を含め、事業がもたらした多面

的な効果を把握・公表する取組を進めている。

＜論点＞

○社会資本のもたらす多面的なストック効果を国民に分かりやすく説明する観点

から、現状の仕組みに加え、工場の立地、雇用の増加などの表象的な事象に

着目した簡便な把握・評価手法によるものも含めてどのように「見える化」する

か。

○こうした「見える化」をどのようなタイミング・頻度で行うことが適切か。
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ストック効果の見える化に関する取組方針

■第４次社会資本整備重点計画（平成27年9月18日閣議決定）
第３章第１節 多様な効果を勘案した公共事業評価等の実施

さらに、安全・安心の確保、生活の質の向上、民間投資の誘発や生産性の向上による生産拡

大といった社会資本のストック効果の発現状況について、多面的な効果を踏まえつつ、事業

完了後における地域の即地的な社会経済状況の変化を継続的に把握・公表するなど、ストッ

ク効果の見える化の取組を推進する。
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社会資本の効果の事後評価手法

対象効果 マクロ／ミクロ 比較方法 評価手法

フロー効果 マクロ ・産業連関表（I/O）分析
・マクロ経済モデル

ミクロ ・産業連関表（I/O）分析
・アンケート分析

ストック効果 マクロ 前後比較 ・生産関数アプローチ
・費用・利潤関数アプローチ

ミクロ 前後比較／
地域比較

・実績データ（交通量等）
・社会経済データ（工業立地数等）
・アンケート、ヒアリング、実態観察調査

有無比較 ・モデルによるシミュレーション（withoutケースをマクロ経済モデ
ル、一般均衡分析等で導出）

表１：主な事後評価手法の分類

出典：長谷川俊英・石川良文（2002）「公共事業の事後評価手法とその課題」、土木計画学研究・講演集Vol.26より作成

表２：事後評価の比較方法別の特徴

出典：長谷川俊英・石川良文（2002）「公共事業の事後評価手法とその課題」、土木計画学研究・講演集Vol.26 9



地域 j
（モデル・イメージ）

地域間の財・
要素の流出入

産業連関表や国勢調査等を用い、
生産面の産業別付加価値、分配面
の賃金や資本支出、支出面の家計
消費などに係るパラメータの推計
が必要。
上記に併せ、モデルに実数値の導
入も要する。

モデル化の準備

• 完全市場である限り、波及効果は、マクロレベル（世界、日本国内等）で見れば相殺されて合計値はゼロ
になるため、Ｂ／Ｃ分析では考慮しないこととされている。

• こうした波及効果の相殺の過程を帰着ベースで分析するため、各経済主体（政府、企業、家計等）が相
互に影響し合い行動することを前提とした「応用一般均衡分析（Computable General Equilibrium）」が
存在するが、大規模かつ複雑な分析を要するといった課題があり、現時点では事業評価には活用されて
いない（学術界における研究は存在。）。

• 応用一般均衡分析は、近年、地域間が相互に影響し合い行動することもモデルに組み込んだ空間的応
用一般均衡分析（Spatial Computable General Equilibrium）も研究されている。

波及効果の事前評価手法の例（１）
応用一般均衡分析（Computable General Equilibrium）について

地域 i

出典：武藤慎一(1998)「一般均衡理論の基礎」「応用一般均衡モデルの適用」
※ 建設省建設政策研究センター(2000)「交通ネットワーク形成効果に関する研究～交通社会資本整備と応用一般均衡分析～」より引用 10



波及効果の事前評価手法の例（２）

英国のWider Impacts ガイドライン

英国交通省（Department for Transport）の交通投資における費用便益分析においては、交
通市場のみならず、労働、生産市場、土地市場などへの影響（Wider Impacts）を捉えるため
のガイドラインが策定されている。
（2005年に最初の研究がなされ、2013年にガイドライン策定（2014年に改訂））

各国の費用便益分析で仮定されているのは、各市場の便益が交通市場の消費者余剰で計
測されているというものであり、それらは完全競争を前提としているが、不完全な市場を前提
にすると、以下のカテゴリーで計測されるべきとされている。

＜ほとんどの事業に関連があるもの＞
・不完全な競争市場における生産変化
→ ビジネス・ユーザーに関して10％の余剰増大があるとみなす
・労働供給の変化による税収変化

＜ガイダンスに基づいて適用の要否が判断されるもの＞
・集積の経済
（英国の機能的都市圏（Functional Urban Regions（FURs））に関連のある交通投資の場
合）

・生産性の高い労働にシフトすることによる税収変化
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【基本的な３つの方式】
（１）政策チェックアップ（事後評価）

～国交省の所管業務に関する施策目標・業績指標の実績を、事後評価｡ 2年毎にとりまとめ。

＊施策目標(44)：政策を実現するための具体的な施策に関する目標。
例．26鉄道網を充実・活性化させる

＊業績指標（項目数：166、指標数：220（再掲含む）)：施策目標の達成度合いを表し、具体的数値により設定。
例．130東京圏鉄道における混雑率

（２）政策レビュー（特定テーマの事後評価（総合評価））
～大括りのテーマを毎年数テーマ選んで、掘り下げて検証・分析し、課題とその改善方策等を発見。

＊平成27年度テーマは、道路交通の安全施策、住生活基本計画、国際コンテナ戦略港湾政策、国際協力・連携等の推進。

（３）政策アセスメント（翌年度概算要求の事前評価）
～毎年の概算要求時等において、新規の社会的な影響の大きい施策要求を、事前評価。

＊平成28年度要求に際しては、予算概算要求に盛り込まれた施策のうち、24件の施策について実施。

【政策の特性に応じた方式】
（４）個別公共事業評価 ～所管個別公共事業について、新規採択時評価、再評価及び完了後の事後評価を実施。

＊平成26年度は新規採択時評価174件、再評価441件、事後評価72件について実施。
＊別途計画段階評価を実施。

（５）個別研究開発課題評価 ～研究機関等で実施する研究開発課題、研究開発プログラムについて、事前評価、中間評価、
終了時評価。

（６）規制の事前評価（RIA） ～法律または政令により規制の新設又は改廃を行う時に、事前評価。

（７）租税特別措置等に係る政策評価 ～租税特別措置等（法人税、法人住民税、法人事業税）の新設、拡充、延長要望時に

事前評価等を実施。

※社会資本整備重点計画に定められた事業は、国土交通省政策評価基本計画等に基づき、政策チェックアップの手法により、業績指標を
用いて政策評価を実施することとされている。

国土交通省の政策評価体系
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国土交通省の中心的な評価手法で、施策目標ごとに業績指標とその目標値を
設定し、定期的に業績を測定して目標の達成度を評価する手法

１ 政策目標の設定
国民にとっての成果（アウトカム）に着目し、部局横断的
に主要な行政分野をカバーできるような政策目標を設定す
る。

２ 施策目標の設定
政策を実現するための具体的な方策や対策であり、政策目
標と業績指標の関係を明確にするため設定する。

３ 業績指標、目標値の設定

施策目標の達成度を適切に表し、かつ定量的に測定ができ
る業績指標を選定し、今後5年以内の目標値を設定する。

Ｐｌａｎ 業績指標、目標値の設定

Ｃｈｅｃｋ 業績指標、目標値の測定・評価

抽出された課題を解決するための政策の方向性・施策の改善
策を明示し、今後の対応策を明らかにする。

Ａｃｔｉｏｎ 政策の方向性、施策の改善策の明示

Ｄｏ 施策の実施

設定した目標等に沿って施策を実施する。

各年度の評価
各業績指標について測定し、目標値に対する達成状
況を評価する。
目標の達成状況が思わしくない（目標どおり進捗し
ていない）場合は、原因分析・課題の抽出を行う。

測定・評価における点検内容
①目標の達成のために何に取り組んでいるか。
②当該施策は、どのようなメカニズムによって目標
達成に寄与するか。

③目標達成にいたるプロセスのどの部分に課題があ
るか、等

政策チェックアップについて（１）
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26年度 24年度 23年度 22年度 21年度

Ａ評価 132件
（60.0%）

162件
（69.2%）

156件
（60.5%）

164件
（59.6%）

199件
（69.3%）

Ｂ評価 84件
（38.2%）

58件
（24.8%）

96件
（37.2%）

106件
（38.5%）

75件
（26.1%）

Ｎ評価 4件
（1.8%）

14件
（6.0%）

6件
（2.3%）

5件
（1.8%）

13件
（4.5%）

○業績指標の評価結果

Ａ評価（実績値が目標達成に向けた
成果を示している）

Ｂ評価（実績値が目標達成に向けた
成果を示していない）

Ｎ評価（実績値が得られず判断でき
ない）

40

45

50

55

60

65

70

H22 H23 H24 H25 H26 H27

（%）

0

60.0%
目標値

59.5%
実績値

バリアフリー化された鉄軌道車両の割合

このままのトレンドで進捗すれば、

目標年までに目標値を達成できる。 ＝Ａ評価

49.5%

140

150

160

170

180

H22 H23 H24 H25 H26 H27

（%）

0

150%
目標値

165%
実績値

東京圏鉄道における混雑率

（主要３１区間のピーク時平均）

このままのトレンドで進捗しても、

目標年までに目標値を達成できない。

＝Ｂ評価

166%

95

100

105

110

115

120

H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28

（万t-CO2/年）

0

107万t-
CO2/年
目標値

111万t-
CO2/年
実績値

都市公園の整備、公共施設等の緑化等による温
室効果ガス吸収量

目標年になる前に、目標値を

前倒しでを達成した。
＝Ａ評価

105万t-
CO2/年

50

60

70

80

90

H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28

（%）

約73%

0

約84%
目標値

約76%
実績値

一定水準の防災機能を備えるオープンスペース
が一箇所以上確保された大都市の割合

＝Ｂ評価
このままのトレンドで進捗しても、

目標年までに目標値を達成できない。

（平成27年8月27日公表）政策チェックアップについて（２）
○施策目標（44個）及び業績指標（項目数：166個、指標数：220個（再掲含む））を設定
※各施策目標のもとに複数の業績指標を設定

１．業績指標（施策目標の達成度合いを表し、具体的な数値で設定）
※目標達成が見込まれるものをＡ評価とし、目標達成が見込まれないものをＢ評価としている。

（例）
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①順調である （Ａ評価の割合が80％以上）
②おおむね順調である （Ａ評価の割合が

50％以上80％未満）
③努力が必要である（Ａ評価の割合が50％
未満）

２．施策目標（政策を実現するための具体的な施策に関する目標）
※達成状況を①～⑤の５段階で評価（平成26年度から全省庁共通の評価基準）

【①目標超過達成の例】施策24 航空交通ネットワークを強化する

・主要指標114（達成率167%） 大都市圏拠点空港の空港容量の増加＜社重点指標＞
・ 指標115（達成率150%） 航空機騒音に係る環境基準の屋内達成率
・ 指標116（達成率157%） 航空輸送上重要な空港のうち、地震時に救急・救命、緊急物資輸送拠点としての

機能を有する空港から一定範囲に居住する人口の割合＜社重点指標＞

評価区分 26年度 施策目標の評価の目安

①目標超過達成 4件(9.1%) ・全ての業績指標で目標値を達成
・主要な業績指標が目標を大幅に上回る

②目標達成 11件(25.0%) ・全ての業績指標で目標値を達成
・主要な業績指標が目標を大幅に上回っていない

③相当程度進展あり 14件(31.8%) ・目標値を達成していない業績指標あり
・主要な業績指標はおおむね目標に近い実績
・相当な期間を要さずに目標達成が可能

④進展が大きくない 15件(34.1%) ・目標値を達成していない業績指標あり
・主要な業績指標が目標に近い実績を示さなかった
・目標達成には相当な期間を要する

⑤目標に向かっていな
い

0件(0%) ・目標値を達成していない業績指標あり
・施策としても目標達成に向けて進展していない
・現行の取組を継続しても目標を達成する見込みがない

○施策目標の評価結果と評価基準（平成26年度）

24年度 23年度 22年度
①順調である 26件(59.1%) 12件(27.3%) 14件(29.8%)
②おおむね順調である 13件(29.5%) 23件(52.3%) 19件(40.4%)
③努力が必要である 5件(11.4%) 9件(20.5%) 14件(29.8%)

（参考）前回までの評価結果と基準

（平成27年8月27日公表）政策チェックアップについて（３）

15



事業評価は、費用対効果分析を含めて総合的に実施

○貨幣換算した便益だけでなく、貨幣換算することが困難な効果
項目をも含めて、事業の投資効果を評価する分析手法。

費用対効果分析

・事業の効率性を評価する分析手法。
・貨幣換算した便益を費用で除した費
用便益比（B/C）等がある。
・貨幣換算の手法が確立した便益のみ
が分析の対象となる。

費用便益分析

・貨幣換算することが困難
な効果について考慮してい
る。

貨幣換算が困難な効果

○費用対効果分析の他に、様々な状況を総合的に勘案している。
その他の視点

例：
・環境への影響

・災害時における人や物資の輸送を
確保

等を考慮

例：事業実施環境、地元との調整状況、過去の災害の状況等を考慮

事業評価の手法

公共事業の評価について（１）
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１

(新規事業採択) (着工) (完了)

(完了後５年以内)

新規事業採択時評価 再評価 事後評価

（３年未着工)

（５年継続)

（再評価後３年経過毎）

＜事業進捗と事業評価の流れ（公共事業（直轄事業等））＞

計画段階評価

供用事業実施計画段階

【計画段階評価】

【新規事業採択時評価】

【再評価】

【完了後の事後評価】

新規事業の採択時において、費用対効果分析を含め、総合的に実施するもの。平成１０年
度から導入。

事業継続に当たり、必要に応じて見直しを行うほか、事業の継続が適当と認められない場
合には事業を中止するもの。平成１０年度から導入。

事業完了後の事業の効果、環境への影響等の確認を行い、必要に応じて、適切な改善措
置、同種事業の計画・調査のあり方等を検討するもの。平成１５年度から導入。

新規事業採択時評価の前段階において、政策目標を明確化した上で、複数案の比較・評
価を行うもの。平成２４年度から導入。

公共事業の評価について（２）
事業評価の流れ
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関東インフラプロジェクト・アーカイブス

関東地方整備局では、これまで実施した事後評価の記録や資料などを整理・保存（アーカイブ
化）し、将来の事業展開等のための情報の共有化とともに、プロジェクトが完成するまでの取組
を一般の方向けに分かりやすく解説・紹介することを目的として、「関東インフラプロジェクト・
アーカイブス」を作成。

出典：関東地方整備局HP http://www.ktr.mlit.go.jp/shihon/shihon00000128.html
http://www.ktr.mlit.go.jp/shihon/shihon00000140.html 18


